
資料４

整備新幹線（未着工区間）の整備新幹線（未着工区間）の
整備効果等について

―投資効果及び収支採算性の計算結果―

国土交通省鉄道局



北海道新幹線（路線の概要）

【未着工区間】

長万部

倶知安

新小樽
（仮称）

札幌

【未着 区間】
新函館・札幌間（211km）

新青森・新函館間完成後
から概ね２０年後完成
総工事費：16,700億円

新函館

新八雲
（仮称）

長万部

【既着工区間】

総 事費 , 億

木古内

新函館
（仮称）

【既着工区間】
新青森・新函館間（149km）
平成２７年度末完成

奥津軽
（仮称）

在来線との共用区間
約８２km

１４０km/hで走行

青函トンネル
約５４km

鉄道（現行）

鉄道（新函館・

３時間00分

１時間１３分

函館駅・札幌駅間 所要時間

新青森

七戸十和田

八戸

札幌間開業時）

航空【参考】

１時間１３分

約２時間３０分

※所要時間は鉄道局想定値
※詳細は参考資料３ P２参照

いわて沼宮内

二戸 【既開業区間】
盛岡・八戸間（96km）
平成１４年１２月開業

八戸・新青森間（82km）
盛岡

八戸・新青森間（82km）
平成２２年１２月開業
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上越 浦佐

長岡

【既着工区間】
長野 金沢間（240k ）

北陸新幹線（路線の概要）

新黒部

糸魚川

上越
(仮称)

飯山

越後湯沢

浦佐
長野・金沢間（240km）
平成２６年度末完成

【未着工区間】
金沢・敦賀間（113km）

長野 金沢間完成後

富山新高岡
(仮称)金沢

小松
白山総合車両基地

新黒部
(仮称)

長野

上田 軽井沢

上毛高原

小山

長野・金沢間完成後
から概ね１０年強後完成
総工事費：11,300億円

小松

加賀温泉
芦原温泉

福井

田

佐久平
安中榛名

高崎
本庄早稲田

熊谷

小山

【既開業区間】福井

南越(仮称)

敦賀

大宮

東京

上野

【既開業区間】
高崎・長野間（117km）
平成９年１０月開業

敦賀

米原

岐阜羽島
新横浜

東京

品川

米原
名古屋

三河安城 静岡
熱海

小田原

鉄道（現行）

大阪駅・金沢駅間 所要時間

２時間３１分

京都

新大阪
豊橋

浜松
掛川 鉄道（金沢・

敦賀間開業時）

※所要時間は鉄道局想定値
※詳細は参考資料３ P３参照

２時間０１分
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博多

九州新幹線（路線の概要）

博多駅 長崎駅間 所要時間 博多博多駅・長崎駅間 所要時間

１時間４８分

１時間２０分

鉄道（現行）

鉄道（武雄温泉・
長崎間開業時）

鳥栖

新鳥栖

新鳥栖・武雄温泉間は
フリーゲージトレインで

在来線を走行する

※所要時間は鉄道局想定値
※詳細は参考資料３ P４参照

佐賀

肥前山口武雄温泉佐世保

肥前鹿島

【既着工区間】
武雄温泉・諫早間（45km）
諫早・長崎間の着工

嬉野温泉（仮称）

【既開業区間】諫早・長崎間の着工
から概ね１０年後完成 新大村（仮称）

【既開業区間】
博多・新八代間（130km）
平成２３年３月開業

新八代・鹿児島中央間（127km）
平成１６年３月開業

長崎

諫早
【未着工区間】
諫早・長崎間（21km）

概ね１０年後完成
長崎総工事費：5,000億円※

※武雄温泉・長崎間の総工事費
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新幹線の整備効果

利用者への 所要時間・ ・所要時間・乗換え回数の変化利用者への

効果・影響

所要時間・

乗換え回数等

・所要時間・乗換え回数の変化

⇒参考資料３ Ｐ２～４参照

供給者への

響

運賃・料金収入

費

・運賃・料金収入の変化

費 変効果・影響 営業費用 ・営業費用の変化

社
会
全

住民生活 大都市圏・中核都市等

へのアクセス性向上

・大都市圏での滞在時間の増加、日帰圏の拡大

⇒参考資料３ Ｐ５～７参照
全
体
へ
の
効

へのアクセス性向上 参考資料３ Ｐ５ ７参照

地域経済 地域の活性化・

企業立地の促進

・生産額の変化 ※今後検討予定

・駅周辺の発展 ⇒参考資料３ Ｐ８参照効
果
・
影
響

・観光入込客数の変化 ⇒参考資料３ Ｐ９、１０参照

環境 環境の影響 ・CO2の排出量の変化 ⇒参考資料３ Ｐ１１参照

安全 安全性 安全性 参考資料 参安全 安全性 ・安全性 ⇒参考資料３ Ｐ１２参照

その他上記

以外の効果

・冬季の輸送の安定性

⇒参考資料３ Ｐ１３参照

・非常時のリダンダンシー効果

⇒参考資料３ Ｐ１４参照

5※ は投資効果（費用便益分析）の便益として計上している効果



将来交通需要予測について
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需要予測の前提条件

検討ケース ①北海道新幹線（新函館・札幌間）の平成４７年度末開業
（比較対象：北海道新幹線（新青森・新函館間）まで整備）

②北陸新幹線（金沢・敦賀間）の平成３７年度末開業
（比較対象：北陸新幹線（長野・金沢間）まで整備）

③ 幹線 泉 成③九州新幹線（武雄温泉・長崎間）の平成３４年度開業
（比較対象：九州新幹線（博多・新八代間）まで整備）

需要予測手法 四段階推定法を用いる。
なお、「将来交通需要推計の改善について」（平成22年8月国土交通省）に
基づき、新規区間整備に伴う生成交通量の誘発は考慮しない。

需要予測年度 2020年度（平成32年度）、2030年度（平成42年度）、2050年度（平成62年需要予測年度 2020年度（平成32年度）、2030年度（平成42年度）、2050年度（平成62年
度）の需要を予測し、その他の年度の需要は線形補間によって求める。ま
た、2050年度以降の需要は一定とする。

将来人口 「日本の都道府県別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所 平将来人口 「日本の都道府県別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所 平
成１９年５月）を使用。

経済成長 2030年（平成42年度）までは直近10年間の実質ＧＤＰの平均変化量を加算
して予測 2030年度以降は 定値と設定して予測。2030年度以降は一定値と設定。

純流動データ 第４回全国幹線旅客純流動調査（平成１７年度調査）を使用。

運賃・料金 正規運賃・料金とするが、航空については正規運賃・料金の７０％と設定。運賃 料金 正規運賃 料金とするが、航空については正規運賃 料金の７０％と設定。

既着工区間及び未着工区間の運賃・料金は開業済みの新幹線と同様の
運賃・料金体系になると仮定。
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国内総生産（ＧＤＰ） 生成交通量

将来の人口、国内総生産（ＧＤＰ）及び生成交通量の設定

600

700

（兆円）

ＧＤＰ 639兆円 （百万人/年）

200

300

400

500

ＧＤＰ実績 540兆円
年度

兆
（2030年度以降一定）

1,400

1,600

1,800

（百万人/年）

0

100
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2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

（2005年度）

800

1,000

1,200 1,619百万人/年

1 286百万人/年

140

将来の人口
200

400

600

1,286百万人/年
（2005年度の79％）

（百万人）

100

120

140

※生成交通量は 「将来交通需要推計の改善

0

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

128百万人

40

60

80 について」（平成22年8月国土交通省）に

基づき、人口・ＧＤＰを説明変数とした
モデルにより推計。

128百万人

95百万人
（2005年度の74％）

0

20

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050
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地域別の発生・集中 地域間の

四段階推定法について

全国の生成交通量を推定
地域別の発生 集中

交通量を推定
地域間の

分布交通量を推定

集中
人口

日本全体の
生成交通量 発生

人口

GDP

OD表（地域名は便宜的に1～10とする）

需要予測完了

地域間の交通機関別
交通量を推定

地域間かつ交通機関別
の経路別交通量を推定

0　D 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 計

1 1 2 1 4

2 1 1 3 5

3 1 1 1 3 6

4 1 1 4 2 12

発生

分布
交通量を推定 の経路別交通量を推定

鉄道

飛行機

経路A
5 2 1 3

6 1 10 5 3 10 28

7 1 1 1 3

8 2 1 1 1 1 6

9 1 1 1 2 20 1 1 4 28集中

分布

生成交通量
飛行機

車
経路B

10 1 3 1 5

計 12 2 15 7 4 7 28 2 1 22 100
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人/日 道南⇔道央

予測結果：鉄道利用者数（北海道新幹線（開業時：平成47年度末））

約2.9倍約2.9倍
道央

8,400約2.9倍約2.9倍

約2.9倍約2.9倍

道南

2,900

人/日 東北6県⇔道央

約2.6倍約2.6倍
新函館開業 札幌開業

1,000

2,700

人/日 関東⇔道央

約2.6倍約2.6倍

新青森・
新函館間
開業後

新函館・
札幌間
開業後

約4.2倍約4.2倍

東北6県
新函館開業 札幌開業

5,500

人/日 関東 道央

約4.2倍約4.2倍

新青森・
新函館間
開業後

新函館・
札幌間
開業後

関東

1,300

※関東は東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、群馬県、茨城県、栃木県、山梨県

新函館開業 札幌開業新青森・
新函館間
開業後

新函館・
札幌間
開業後

東北６県は青森県、秋田県、岩手県、宮城県、山形県、福島県である。
※青函共用走行区間の最高速度は１４０km/hとしている。
※四捨五入により予測結果と倍率が一致しない場合がある。
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予測結果：鉄道利用者数（北陸新幹線（開業時：平成37年度末））

人/日 関西⇔北陸３県 人/日 関東⇔福井県

4,300

12,900

14,600

約1.1倍約1.1倍

約1.3倍約1.3倍

3,400
4,300

北陸３県
長野・
金沢間
開業後

金沢・
敦賀間
開業後金沢開業 敦賀開業

富山

福井

石川約1.1倍約1.1倍

開業後 開業後長野・
金沢間
開業後

金沢・
敦賀間
開業後

松江

関西 約1.3倍約1.3倍

関東

※関東は東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、群馬県、茨城県、栃木県、山梨県
関西は大阪府 京都府 兵庫県 奈良県 滋賀県 和歌山県

11

関西は大阪府、京都府、兵庫県、奈良県、滋賀県、和歌山県
北陸３県は富山県、石川県、福井県である。

※四捨五入により予測結果と倍率が一致しない場合がある。



人/日 中国5県⇔佐賀県・長崎県

予測結果：鉄道利用者数（九州新幹線（開業時：平成34年度））

1,400 1,700

約1.2倍約1.2倍
関西

中国5県

博多開業 武雄・長崎開業博多・
新八代間
開業後

武雄温泉・
長崎間
開業後人/日 福岡県⇔佐賀県・長崎県

福岡
約1.2倍約1.2倍

約1.2倍約1.2倍

約1.3倍約1.3倍
約1.3倍約1.3倍

11,600

14,900

長崎・佐賀

約1.3倍約1.3倍

博多開業 武雄・長崎開業

人/日 関西⇔佐賀県・長崎県

博多・ 武雄温泉・

1,800 2,200

博多開業 武雄 長崎開業

※関西は大阪府、京都府、兵庫県、奈良県、滋賀県、和歌山県
広島 島 鳥

約1.2倍約1.2倍

博多
新八代間
開業後

武雄温泉
長崎間
開業後

博多開業 武雄・長崎開業
中国５県は広島県、山口県、岡山県、島根県、鳥取県である。

※FGTの最高速度は下記のとおり設定した。
・山陽新幹線区間は２７０km/h
・九州新幹線区間（博多・新鳥栖間）、（武雄温泉・長崎間）は２６０km/h
在来線 新鳥栖 武雄 泉

博多・
新八代間
開業後

武雄温泉・
長崎間
開業後

・在来線区間（新鳥栖・武雄温泉間）は１３０km/h
※肥前山口・武雄温泉間は、複線化することを前提としている。
※四捨五入により予測結果と倍率が一致しない場合がある。

12



投資効果（B／C）について
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鉄道利用者が受ける便益（利用者便益） 鉄道事業者が受ける便益（供給者便益）

投資効果（B/C）の算出イメージ

所要時間
（時間価値
を乗じて
貨幣換算）

収益

供給者便益利用者便益

※ 1つの鉄道事業者が全国の
鉄道ネットワークを経営している
と見なして収益を計算する。

所要時間
（時間価値貨幣換算）

運賃・料金

営業費

収益

収入
収入

営業費乗換利便性等
の旅客快適性

（時間価値
を乗じて
貨幣換算）

運賃・料金

乗換利便性等

※営業費：人
件費、維持
修繕費等

新幹線を建設しない場合
（withoutｹｰｽ）

新幹線を建設する場合
（withｹｰｽ）

新幹線を建設しない場合
（withoutｹｰｽ）

新幹線を建設する場合
（withｹｰｽ）

の旅客快適性
（貨幣換算）

乗換利便性等
の旅客快適性

（貨幣換算）

修繕費等

便益

供給者便益

50年間
開業年度から50年間

の便益を（年度ごとに）
現在価値化し、累計。※他に環境

建設期間

供給者便益

利用者便益 便益B

現在価値化し、累計。※他に環境
等改善便益も
あるが、値は
非常に小さい。

年度

着工

開業 施設の維持更新投資

費用C
建設期間および開業

車両購入費(15年に1度）費用

開業

建設費＋用地関係費

施設の維持更新投資 建設期間および開業
年度から50年間の費用
を（年度ごとに）現在価
値化し、累計。



投資効果の前提条件
○評価時点 ： 平成２３年度
○評価期間 ： 建設期間 ＋ ５０年

①北海道新幹線（新函館・札幌間）：平成２４年度～平成９７年度
②北陸新幹線（金沢・敦賀間）：平成２４年度～平成８７年度
③九州新幹線（武雄温泉 長崎間） 平成 年度 平成 年度③九州新幹線（武雄温泉・長崎間）：平成１９年度～平成８３年度

○租税 ： 建設費等に係る消費税は控除して計算
（利用者便益計測の際の旅客の運賃・料金に係る消費税は考慮）

○物価 平成２３年度時点の物価水準を基準とする○物価 ： 平成２３年度時点の物価水準を基準とする
○社会的割引率 ： ４％

投資効果の便益計測項目投資効果の便益計測項目

「鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル2005」に基づき算定

①利用者便益
利用者の所要時間短縮などの利便性向上を貨幣換算

②供給者便益
鉄道事業者の収益変化

③環境改善便益
ＣＯ２排出量、ＮＯＸ排出量、道路交通事故の変化を貨幣換算

④残存価値
評価期間期末に残る資産の価値
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各路線の投資効果の計算結果

北海道新幹線
（新函館・札幌間）

北陸新幹線
（金沢・敦賀間）

九州新幹線
（武雄温泉・長崎間）

敦賀駅での乗換抵抗
をゼロとした場合の

試算値

総便益（B） （億円） 8,139 7,601 9,170 4,594総便益（B） （億円） 8,139 7,601 9,170 4,594

利用者便益 4,349 5,265 6,343 2,077

供給者便益 3,470 2,029 2,474 2,319

環境便益 68 33 39 33

残存価値 253 274 314 164

総費用（C） （億円） 7 283 7 444 8 222 4 206総費用（C） （億円） 7,283 7,444 8,222 4,206

建設投資額 6,762 6,834 7,044 3,692

維持改良費等 520 609 1,177 515維持改良費等 520 609 1,177 515

費用便益比（B/C） 1.1 1.0 1.1 1.1

純現在価値（B C） （億円） 856 157 948 388純現在価値（B‐C） （億円） 856 157 948 388

経済的内部収益率（EIRR）（％） 4.5 4.1 4.6 4.5

※経済的内部収益率とは、「便益と費用の現在価値を等しくするような投資の収益率」のことをいい、「投下した資本を
計算期間内で生じる便益で逐次返済すると考えた場合に、返済利率がどの程度までなら計算期間末において収支が見合う
か」を考えたときの「収支が見合う限度の利率」を指す。これが社会的割引率より大きいかどうかを効率性の判断指標と
している。 16



収支採算性について
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収支採算性の算出イメージ
＜収支採算性＞
整備新幹線事業を実施する前と後を比較して 整備新幹線の営業主体に生じる受益のこと整備新幹線事業を実施する前と後を比較して、整備新幹線の営業主体に生じる受益のこと。
○整備新幹線の営業主体が管理する既設線（既設新幹線、既設在来線）の収支も考慮。
○並行在来線の経営分離前の収支も考慮。

－新幹線が整備される場合－
（With）

－新幹線が整備されない場合－
（Without）

整備新幹線

収益の合計
収
益

並行在来線
既設線

収支改善効果（受益）

既設線 収益の合計

収

益

費

収
益

収
益

収
益

収益の合計
収
入

収

既設線

収
入

入
費
用 費

用

費
用

費
用

収
入

※算定方法
①需要予測に基づき、整備新幹線や既設線にかかる収入・費用を算出し、収益を求める。
②整備新幹線事業を実施する前（Without）と後（With）の収益の差（収支改善効果）を求める。②整備新幹線事業を実施する前（Without）と後（With）の収益の差（収支改善効果）を求める。
→開業後３０年間の収支改善効果（受益）を平均したものを、収支採算性として算定。
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収支採算性算定の前提条件

○評価時点 ： 平成２３年度

○評価期間 ： 開業後３０年間○評価期間 ： 開業後３０年間
①北海道新幹線（新函館・札幌間）：平成４７年度末～平成７７年度
②北陸新幹線（金沢・敦賀間）：平成３７年度末～平成６７年度
③九州新幹線（武雄温泉・長崎間）：平成３４年度～平成６３年度③九州新幹線（武雄温泉・長崎間）：平成３４年度～平成６３年度

○租税 ： 収入・費用は消費税を控除して計算

○物価 ： 年０．９％の物価上昇を考慮

○収入 ： 運賃・料金 等

○費用 ： 固定費（線路保存費 等）
変動費（運転費 等）
維持更新投資（設備の更新費用 等）
減価償却費（車両 等）減価償却費（車両 等）
その他費用（租税・管理費 等）
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北海道新幹線（新函館・札幌間）収支採算性

旭川
ＪＲ北海道関連線区 収支採算性（開業後３０年間平均）

※下段は主な区間の優等列車の輸送密度（開業後３０年間平均）

白石
小樽

区　　分
新幹線が整備される場合

（With）
新幹線が整備されない場合

（Without）

２７億円/年 ―
北海道新幹線
新青森 幌

倶知安

札幌新小樽

白石
１４，８００ 人キロ/日・km

（新函館・札幌間）
―

－１５億円/年 ５１億円/年

（新青森・札幌間）

既設線
（在来線）

長万部

苫小牧

６００ 人キロ/日・km

（長万部・札幌間）
５，６００ 人キロ/日・km

（長万部・札幌間）

― －７５億円/年

４ ８００

（在来線）

並行在来線

新八雲

―
４，８００ 人キロ/日・km

（函館・長万部間）

計 １１億円/年 －２４億円/年

収支採算性

新函館
函館 ※新幹線は整備に伴う増加分のみ計算。

※小樽・札幌間は経営分離しないものと想定して計算。

※四捨五入により合計が 致しない場合がある

収支採算性
（With－Without）

３５億円/年

20

※四捨五入により合計が一致しない場合がある。



北陸新幹線（金沢・敦賀間）収支採算性

ＪＲ西日本関連線区 収支採算性（開業後３０年間平均）

※下段は主な区間の優等列車の輸送密度（開業後３０年間平均）

新高岡 富山

区　　分
新幹線が整備される場合

（With）
新幹線が整備されない場合

（Without）

１３５億円/年 ―
北陸新幹線

加賀温泉 小松

金沢

白山総合車両基地

２３，３００ 人キロ/日・km

（金沢・敦賀間）
―

１，３９８億円/年 １，３９０億円/年

（上越・敦賀間）

既設線
（山陽新幹線 在来線）

南越

福井

芦原温泉 １４，６００ 人キロ/日・km

（敦賀・大阪間）
１２，８００ 人キロ/日・km

（敦賀・大阪間）

― ６３億円/年

１７ １００

（山陽新幹線・在来線）

並行在来線

米原

敦賀
―

１７，１００ 人キロ/日・km

（金沢・敦賀間）

計 １，５３３億円/年 １，４５３億円/年

収支採算性

※北陸新幹線は整備に伴う増加分のみ計算。

京都

米原 収支採算性
（With－Without）

８０億円/年

※四捨五入により合計が一致しない場合がある。

新大阪
大阪
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北陸新幹線（金沢・敦賀間）収支採算性
※敦賀駅での乗換抵抗をゼロとした場合の試算値

ＪＲ西日本関連線区 収支採算性（開業後３０年間平均）

※下段は主な区間の優等列車の輸送密度（開業後３０年間平均）

新高岡 富山

区　　分
新幹線が整備される場合

（With）
新幹線が整備されない場合

（Without）

１４８億円/年 ―
北陸新幹線

（上越 敦賀間）

加賀温泉 小松

金沢

白山総合車両基地

２３，４００ 人キロ/日・km

（金沢・敦賀間）
―

１，４０７億円/年 １，３９０億円/年

１４ ６００ １２ ８００

（上越・敦賀間）

既設線
（山陽新幹線・在来線）

南越

福井

芦原温泉 １４，６００ 人キロ/日・km

（敦賀・大阪間）
１２，８００ 人キロ/日・km

（敦賀・大阪間）

― ６３億円/年

１７ １００ 人キ /日 k

（山陽新幹線・在来線）

並行在来線

米原

敦賀
―

１７，１００ 人キロ/日・km

（金沢・敦賀間）

計 １，５５５億円/年 １，４５３億円/年

収支採算性
億円/年

※北陸新幹線は整備に伴う増加分のみ計算。

京都

米原

※四捨五入により合計が一致しない場合がある。

収支採算性
（With－Without）

１０２億円/年

新大阪
大阪
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九州新幹線（武雄温泉・長崎間）収支採算性

ＪＲ九州関連線区

※下段は主な区間の優等列車の輸送密度（開業後３０年間平均）

収支採算性（開業後３０年間平均）

新幹線が整備される場合 新幹線が整備されない場合

博多

区　　分
新幹線が整備される場合

（With）
新幹線が整備されない場合

（Without）

２９億円/年 ―

７ ８００ 人キロ/日 k

九州新幹線
（博多・長崎間）

新鳥栖

博多

鳥栖

７，８００ 人キロ/日・km

（武雄温泉・長崎間）
―

１６億円/年 ２６億円/年

１ ５００ 人キロ/日・km ８ ０００ 人キロ/日・km

（博多 長崎間）

既設線
（在来線）

嬉野温泉

佐賀 久留米

筑後船小屋

佐世保 肥前山口

武雄温泉

１，５００ 人キロ/日 km

（鳥栖・長崎間）
８，０００ 人キロ/日 km

（鳥栖・長崎間）

計 ４６億円/年 ２６億円/年

収支採算性
２０億円/年

※肥前山口・諫早間は開業後２０年間はJR九州が営業を行うことから既設線に計上。

諌早

新大村

嬉野温泉
新大牟田

新玉名

※九州新幹線は整備に伴う増加分のみ計算。

（With－Without）
２０億円/年

※諫早・長崎間は経営分離しないものと想定して計算。

長崎

諌早 新玉名
※四捨五入により合計が一致しない場合がある。
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